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研究成果の概要（和文）：本研究では、メタ・ガバナンス研究の基本的な枠組みを明らかにし、

その実証研究のための仮説構築を行うとともに、理論的なモデルを構想した。その結果、メタ・

ガバナンスの機能が、一つは、マルチ・レベル・ガバナンスの中で作動していること、二つに

は、政策のスケールごとに異なるメタ・ガバナンスが機能していること、三つには、複雑系的

なふるまいをして政策ネットワーク維持を果たしていることが明らかになった。 

 
研究成果の概要（英文）： In this study, we try to propose a research model of 
“Meta-Governance” theory through implementing the pilot survey and completing the 
research hypothesis. In conclusion, we find that the function of meta-governance 
operates in the multi-level governance and in the different scales of each policy while 
the structure of meta-governance continues to hold the maintenance by the activity of 
policy network system as a complex-system. 
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１．研究開始当初の背景 

 本研究開始時においては、すでに、国際政
治学、政治学・行政学などの諸研究の中で、
『ガバナンス論』が理論面でも実証面でも多
様に議論されてきており、その機能や組織に
ついては一定の熟度を持った仮説の検証可
能性が明らかになってきていた。たとえば、
グローバル・ガバナンス、マルチ・ガバナン

ス、ローカル・ガバナンス、あるいはコミュ
ニティ・ガバナンスなどの諸研究が、ガバナ
ンスの観点からの理論的分析を行い、あるい
は実証の中にガバナンス状況を明らかにし
ている。 

この時期まで、ガバナンス論は、これまで、
政治現象の分析を通じて、その理論的推論と
して、また政治行政現象の帰結として論じら
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れることが多かった。『ガバメント』から『ガ
バナンス』へという場合も、実証的に言われ
る場合の検証は、いわばガバナンス状況を前
提としての分析、あるいは、それを発見する
ための研究であったといってよい。 

ガバナンス論は、確かに、国や地方自治体
などの政府部門における近年の諸変化を明
らかにするためには、きわめて有益な手法で
あった。このように、それまでの間において
注目されることが多くなっている『ガバナン
ス』概念は、収斂するというよりは多様に定
義され活用されることになった。そしてその
ことにより、実証的に統治過程の変化の諸相
とその動態を明らかにし、今日の政府部門の
変化についての新たな見取り図を構築する
ことに、一定程度成功してきている。 

しかしながらこれらガバナンスが機能し
ていない状況に関しては、必ずしも十分な関
心が向けられてこなかった。これまでにも
「ガバナンスの失敗」についての言及は散見
されるが、「ガバナンス」を「ガバナンス」
する「メタ・ガバナンス」については、理論
的な示唆にとどまり、その理論の体系化や、
その実証的な究明が行われることはなかっ
た。 

最近では、ようやくこうした研究への関心
が芽生え始めており、『ガバナンスのガバナ
ンス』(Governing Governance)や『ガバナン
スのマネージメント』が注目されるようにな
ってきている。しかしながらそれらの先行研
究は、ガバナンスが機能する条件を一定程度
明らかにすることはできたが、マネージメン
トにせよ統治作用にせよそれらが機能する
組織構造を明らかにしてはいない。実証的に
は、マネージメント機能やその組織体系が示
唆されることもあるが、その明確な構造や機
能条件については、せいぜいほのめかしにと
どまっているのである。 

ガバニングやマネージメントを、本研究で
は「メタ・ガバナンス」と捉え直し、こうし
た研究の欠落部分について、理論的な検討を
行うことが必要と考えた。そして、その機能
と組織構造について分析を行うことが、重要
な課題と認識していた。こうした研究成果は、
今後におけるガバナンスとメタ・ガバナンス
に関する本格的な実証研究と応用研究のた
めの基礎作業となるものであると考えられ
たのである。 

 

２．研究の目的 

以上のような背景に基づく本研究は、「ガ
バナンスのガバナンス」とも言われる「メ
タ・ガバナンス」状況について、その理論枠
組みを明らかにし、将来の実証研究あるいは
応用研究の基礎を提供することを、目的とし
ている。この研究によって、従来のガバナン
ス論における「失われた輪」を補完すること

に最終的な目的がある。 

もちろん、ガバナンス研究において、その
期待された機能が発生しないとき、これまで
は従来型のガバメントによる機能代替が発
生するということが暗黙の合意であった。そ
こでは、むしろガバナンスそれ自体を変化さ
せ機能状況を回復させる「ガバナンスのガバ
ナンス」が働いていると考えることが妥当で
あり、そのメカニズムを「メタ・ガバナンス」
として、これまでのところは理論的に政府や
議会の役割を想定してきた。 

しかしながら実証的には、メタ・ガバナン
スの存在は必ずしも明確に仮説化されず、検
証をする試みもなかった。本研究では、この
ように分析用具として利用されることが多
いにもかかわらず、理論的な分析の対象とさ
れることが少なかった『メタ・ガバナンス概
念』について、予備的な検討を行おうとする
ものである。 

現実にメタ・ガバナンスは、ガバナンスの
機能不全状況において、政策ネットワークを
修復し機能させる場合や、政策空間を再構築
して政策コミュニティを再生させる方向で
機能するものと定義できる。そうした機能は、
ガバメント単独では働かず市民社会とのパ
ートナーシップによることが、実際には経験
されている。いわばパートナーシップの失敗
は、政府だけではなくパートナーシップによ
って修復されるという経験である。この研究
においては、そうしたメタ・ガバナンスの機
能と組織構造について明らかにし、それが特
異な現象ではなく、ガバナンス状況に伴うも
のであることの理論的検証を行う。そしてさ
らに今後の大規模な実証研究や、現実のガバ
ナンス状況への応用研究のために、その調査
研究の方法の理論的基礎を具体的に提供で
きるようになることを、将来の目的とする。
そのために、まず、ガバナンス論の先行研究
と現地調査を基に、メタ・ガバナンスの機能
と組織を明らかにし、体系的なメタ・ガバナ
ンスの動態的モデルを理論構築するための
基礎的研究を行うこととした。 

 

３．研究の方法 

この研究においては、｢メタ・ガバナンス｣
理論構築のために、実証的な調査研究を踏ま
えながら検討を行うこととした。 
そのため、一つは、具体的な地域を設定し

て、その公的部門におけるメタ・ガバナンス
の実証分析を行ったのである。そこでは、今
後の大規模な実証研究のための研究方法の
検証と、予備的データ収集を目指すこととし
ていた。 
今ひとつは、理論研究であり、これまでの

理論的な到達点を確認するとともに、新たな
モデル構築を、特に地域からのボトムアップ
の視点により進めていくこととした。 



 

 

以上の目的のために、以下のような研究方
法によりながら具体的に本研究を進めるこ
ととした。 
 第 1には、都市のメタ・ガバナンスについ
ての実態調査である。 
 特定の都市を事例として取り上げ、そのガ
バナンスの変化の中に見られるメタ・ガバナ
ンスの機能状況を明らかにする。事例として
は、近年その市政改革が大きく進んだとされ
るいくつかの都市のケースを取り上げるこ
ととした。 
 行財政改革や政治改革などが進行する中
で、都市のガバナンスは大きく変化しており、
その変化の中に市民社会と地方政府、あるい
は市民と各行政機関との関係変化を再構築
するネットワークが機能しているように見
える。こうした都市におけるガバナンスとメ
タ・ガバナンスの変容を明らかにすることを
目指した。 
 調査においては、メタ・ガバナンスのネッ
トワークを構成する主体と考えられる公的
また私的な各種団体を中心に、ヒアリング調
査を実施した。 
 第 2 に、理論研究および資料収集である。 
 メタ・ガバナンスに関する既往研究につい
て、情報収集を行うと共に、各研究分担者は、
研究会において、その報告を行うこととした。
研究の役割分担に従って、な報告を行うこと
とした。加えて、適宜ゲストスピーカーを迎
えて、ガバナンスとメタ・ガバナンスの変容
についてその実証可能性についての研究会
を開催した。 
 以上の研究方法に基づき、平成21年度は、
8回の研究会と 2回の現地調査を実施した。
研究会においては、これまでのガバナンス理
論、とりわけ、そこにおけるメタ・ガバナス
理論に焦点を当て、B・ジェソップをはじめ
とする先行研究のレビューや、外部有識者の
報告などから、研究潮流の検討を行った。そ
の時点では、メタ・ガバナンス概念は不確定
であり、様々な検証を通じて再構成される必
要がある概念であることが確認された。すな
わち、パートナーシップ型の政策ネットワー
クが機能しなくなった状況において、メタ・
ガバナンス機能を果たすのは、ネットワーク
それ自体や、国家あるいはその機関である政
府、また市民社会やその組織などによるとし
て、様々な可能性が認められた。 
 現地調査においては、大阪市と愛知県豊田
市において、身近な地域ガバナンスの事例を
調査し、メタ・ガバナンスの観点からの検証
を行った。そこでは、コミュニティにおける
課題解決に際して、地域住民組織と行政との
パートナーシップが機能していること、その
活動上の問題処理に際して、ある種の協議の
ネットワークが機能していることが確認さ
れた。 

そうしたメタ・ガバナンスが機能している
ことは確認できたが、その一方では、その顕
在化の諸相は不定形であり、流動的であるこ
とが多いことも明らかになった。例えば、現
場においては、問題発生に対して、パートナ
ーシップの枠組みを様々に組み替えて対応
しようとする場合もあり、さらに検討を要す
ることが明らかになった。 

 平成22年度には、前年度に引き続いて、メ

タ・ガバナンス論に関する理論的研究と、試

行的な実証研究を行った。理論研究について

は、主に、研究分担者による研究報告に基づ

いて、ガバナンスの機能不全を巡って、第1

に従来のネットワーク・ガバナンス論が反基

礎付け主義的な視点からの離脱を目指し始め

ていること、第2に国家中心のガバナンス論が

台頭し始め、特に国家のリスケール理論に注

目が集まっていること、第3に複雑系理論によ

って政策ネットワークの諸課題が解けるので

はないかという観点からの討論を行った。ガ

バナンスが機能しないときにメタ・ガバナン

スが働く諸相をこれまでとは異なる観点から

明らかにすることができた。 

また実証研究の試行としては、引き続き、

地域自治のガバナンスについて、都市行政が

どのようにかかわるのかという観点から、豊

田市の予算制度や行政組織の事例を検討して

きた。 

平成23年度においても引き続き、理論的検

討と実証研究を並行して行った。特に、東日

本大震災を経験したことから、そこにおける

ガバナンスの変化や、メタ・ガバナンスの機

能状況についても、調査研究を行うことにし

た。大規模災害への救援・復旧・復興のガバ

ナンスについて、それらが想定通りには働か

ないこと、その中で、メタ・ガバナンス機能

がどのように確保されているかが問題となっ

た。具体的には、従来の実証研究の継続に加

えて、津波被害からの復興として特に計画行

政と福島原発事故への対応について検討を行

った。そこでは、地域コミュニティの自治や

住民と行政の接点に関する諸課題の解決方法

についての研究、そして、とりわけ、東日本

大震災に際して、根こそぎにされた地域社会

の再生にかかわるガバナンス構築において、

メタ・ガバナンスがいかに機能しているのか

を検証することになった。 

理論的な検討においては、これらパイロッ

ト・サーベイの実証的な知見に基づいて、マ

ルチ・レベル・ガバナンス理論、リスケール

理論、複雑系理論などによりながら分析を深

める努力を行った。そこでは、必ずしも明確

な結論の確認はできなかったが、仮説的には



 

 

「ガバナンスの失敗」に対するメタ・ガバナ

ンスの機能と組織構造に関して一定の知見を

得ることができた。 
 
４．研究成果 
本研究は、メタ・ガバナンス研究の基本的

な枠組みを明らかにし、その実証研究のため
の試行的な研究を重ねて、応用研究のための
仮説構築を行うとともに、メタ・ガバナンス
の動態に関する理論的なモデルを構想して
いくことを目的としていた。 
これまでの研究の総括からは、当初の予定

通り、今後の研究のための研究仮説の構築を
行うことができた。 
そこからは、まず、実証的な研究のための

パイロット・サーベイを行ってきた結果、そ
こでは、従来のメタ・ガバナンスの担い手で
あったガバメントあるいはその議会だけで
はなく、多元的な社会集団間のネットワーク
の再構築と、その自生的な再生メカニズムを
促進する機能が、メタ・ガバナンスの重要な
機能要因そして組織構造要因なることが明
らかになった。 
こうしたパイロット・サーベイを踏まえつ

つ行われた理論的な検討においては、メタ・
ガバナンスの機能が、一つは、マルチ・レベ
ル・ガバナンスが機能する中で作動している
こと、すなわち重層的な政府間関係及びガバ
ナンス間関係それ自体がメタ・ガバナンスと
して機能していることが明らかになった。す
なわち、「ガバナンスの失敗」は異なるレベ
ル間のガバナンスによって修復される可能
性が高いということである。 
二つには、ガバナンスは政策のスケールご

とに異なっており、その差異性を生む中にメ
タ・ガバナンスが機能していることが指摘で
きた。「ガバナンスの失敗」は、実は、各々
の政策が持つスケールとそれに伴うガバナ
ンスの不一致によるのであり、そのメタ・ガ
バナンスは、政策のスケールを修正すること
によるリスケールを通じて機能するのであ
る。 
三つには、政策ネットワークの中で働くメ

タ・ガバナンスは複雑系的なふるまいをして
ネットワーク維持を果たしていることが、明
らかになった。実際には、ガバナンスのネッ
トワークの担い手たちが、ガバナンスの失敗
の修復にそれぞれ動き始めることになるが、
それは、不定形で流動的な動きではあっても、
基本的には政策ネットワークを維持する方
向で機能するのである。その機能維持には、
ネットワークの担い手である各アクターそ
れ自体の組織機能回復を支える組織構造が、
アクター内部とアクター間の双方において
みられることになる。 
こうした知見に基づきメタ・ガバナンスの

理論モデルとその実証のための仮説構築に

向けての検討を行うことができた。なお、本
研究の成果の一部については、従来の研究の
まとめと今後の検討課題を明らかにする中
間的な性格のものとしてではあるが、2011 年
に「公的ガバナンスの動態研究」として公刊
することができた。 
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